
13　難病医療費助成制度等　　＜予防対策課・健康福祉センター＞

　　　東京都では、国・都が指定する難病等にかかり、認定基準に該当する者に対し、医療費の助成を
　　行っている。区では、各健康福祉センターで申請の受付を行っている。

(1)　難病医療費助成

平成27年1月に施行された難病の患者に対する医療等に関する法律に基づく医療費助成の対象疾
病は331疾病（平成31年4月1日現在）。東京都単独実施の対象疾病は8疾病（平成31年4月1日現在）。

表13-1  難病医療費助成制度認定者数　【国対象疾病（指定難病）】 （平成30年度）

52 混合性結合組織病 34      107 若年性突発性関節炎 2        

51 全身性強皮症 120     98 好酸球性消化管疾患 1        

50 皮膚筋炎／多発性筋炎 112     97 潰瘍性大腸炎 565     

49 全身性エリテマトーデス 290     96 クローン病 165     

48 原発性抗リン脂質抗体症候群 3        95 自己免疫性肝炎 48      

47 バージャー病 7        94 原発性硬化性胆管炎 8        

46 悪性関節リウマチ 25      93 原発性胆汁性胆管炎 80      

45 好酸球性多発血管炎性肉芽腫症 29      92 特発性門脈圧亢進症 1        

44 多発血管炎性肉芽腫症 14      90 網膜色素変性症 77      

43 顕微鏡的多発血管炎 54      89 リンパ脈管筋腫症 7        

42 結節性多発動脈炎 10      88 慢性血栓塞栓性肺高血圧症 17      

41 巨細胞性動脈炎 15      86 肺動脈性肺高血圧症 21      

40 高安動脈炎 16      85 特発性間質性肺炎 51      

38 スティーヴンス・ジョンソン症候群 1        84 サルコイドーシス 59      

37 膿疱性乾癬（汎発型） 12      83 アジソン病 1        

36 表皮水疱症 1        81 先天性副腎皮質酵素欠損症 2        

34 神経線維腫症 26      
79

家族性高コレステロール血症（ホ
モ接合体）

2        
35 天疱瘡 16      

30 遠位型ミオパチー 2        78 下垂体前葉機能低下症 56      

28 全身性アミロイドーシス 5        77 下垂体性成長ホルモン分泌亢進症 27      

26 HTLV-1関連脊髄症 1        75 クッシング病 4        

23 プリオン病 1        74 下垂体性PRL分泌亢進症 8        

22 もやもや病 48      72 下垂体性ADH分泌異常症 21      

21 ミトコンドリア病 5        71 特発性大腿骨頭壊死症 62      

19 ライソゾーム病 3        70 広範脊柱管狭窄症 11      

18
脊髄小脳変性症(多系統萎縮症を
除く。)

97      
68 黄色靱帯骨化症 19      

69 後縦靱帯骨化症 99      

17 多系統萎縮症 37      67 多発性嚢胞腎 62      

16 クロウ・深瀬症候群 1        66 IgＡ 腎症 33      

14
慢性炎症性脱髄性多発神経炎／
多巣性運動ニューロパチー

21      
64 血栓性血小板減少性紫斑病 1        

65 原発性免疫不全症候群 13      

13 多発性硬化症／視神経脊髄炎 80      63 特発性血小板減少性紫斑病 75      

11 重症筋無力症 96      62 発作性夜間ヘモグロビン尿症 3        

10 シャルコー・マリー・トゥース病 3        61 自己免疫性溶血性貧血 5        

8 ハンチントン病 5        60 再生不良性貧血 33      

7 大脳皮質基底核変性症 22      58 肥大型心筋症 20      

6 パーキンソン病 416     57 特発性拡張型心筋症 56      

5 進行性核上性麻痺 41      56 ベーチェット病 70      

3 脊髄性筋萎縮症 3        55 再発性多発軟骨炎 5        

疾病
番号

疾病名 人数
疾病
番号

疾病名 人数

2 筋萎縮性側索硬化症 38      54 成人スチル病 21      

1 球脊髄性筋萎縮症 7        53 シェーグレン症候群 126     
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※　認定者がいる疾病のみを計上

表13-2  難病医療費助成制度認定者数　【都対象疾病】 （平成30年度）

（2）　特定疾患治療研究事業

表13-3　特定疾患治療研究事業認定者数 （平成30年度）

スモン

（3）　特殊医療費助成

表13-4　特殊医療費助成制度認定者数 （平成30年度）

（4）　B型・C型ウイルス肝炎治療医療費助成

表13-5　認定者数 （平成30年度）

※B型・C型ウイルス肝炎のインターフェロン治療及びB型ウイルス肝炎の核酸アナログ製剤治療、

C型ウイルス肝炎のインターフェロンフリー治療

人 数            391

1 先天性血液凝固因子欠乏症等（国指定） 32          

2 人工透析を必要とする腎不全（都単独） 1,196      

1 4        

№ 疾病名 人数

合　　計 12       

№ 疾病名 人数

4 原発性骨髄線維症 2 8 網膜脈絡膜萎縮症 2 

3 肝内結石症 1 7 母斑症 　　　　-

2 遺伝性ＱＴ延長症候群 2 6 びまん性汎細気管支炎 3 

人数

1 悪性高血圧 　　　- 5 古典的特発性好酸球増多症候群 2 

209 完全大血管転位症 1        合　　計 3,898   

№ 疾病名 人数 № 疾病名

173 VATER症候群 1 331 特発性多中心性キャッスルマン病 3         

171 ウィルソン病 7        306 好酸球性副鼻腔炎 37       

167 マルファン症候群 4        305 遅発性内リンパ水腫 1         

162 類天疱瘡(後天性表皮水疱症を含む。) 5        302 レーベル遺伝性視神経症 3         

161 家族性良性慢性天疱瘡 1        301 黄斑ジストロフィー 1         

158 結節性硬化症 2        300 IgＧ４関連疾患 10       

157 スタージ・ウェーバー症候群 2        288 自己免疫性後天性凝固因子欠乏症 1         

145 ウエスト症候群 1        283 後天性赤芽球癆 3         

144 レノックス・ガストー症候群 1        281 クリッペル・トレノネー・ウェーバー症候群 2         

137 限局性皮質異形成 1        271 強直性脊椎炎 25       

128 ビッカースタッフ脳幹脳炎 1        266 家族性地中海熱 1         

127 前頭側頭葉変性症 8        263 脳腱黄色腫症 2         

124
皮質下梗塞と白質脳症を伴う常染
色体優性脳動脈症

1        
227 オスラー病 5         

240 フェニルケトン尿症 1         

122 脳表ヘモジデリン沈着症 1        226 間質性膀胱炎（ハンナ型） 4         

120 遺伝性ジストニア 1        224 紫斑病性腎炎 1         

119 アイザックス症候群 1        223 一次性膜性増殖性糸球体腎炎 3         

117 脊髄空洞症 5        222 一次性ネフローゼ症候群 60       

疾病
番号

疾病名 人数
疾病
番号

疾病名 人数

113 筋ジストロフィー       30 220 急速進行性糸球体腎症炎 2         

111 先天性ミオパチー 2 215 ファロー四徴症 3         
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14　一般高齢者向け介護予防事業

（1）　介護予防普及啓発事業

①　おたっしゃ広場＜健康福祉センター＞

     各種イベントの実施、参加を通じて介護予防の啓発・普及を促進している。

表14-1　おたっしゃ広場実績 （平成30年度）

②　介護予防講座＜健康福祉センター＞

     介護予防に関する知識を具体的に伝える講座を実施している。

（平成30年度で終了）

表14-2　介護予防講座実績 （平成30年度）

③　介護予防出前講座＜健康福祉センター＞

     町会・自治会、老人会等へ出向いて介護予防講座を実施している。

表14-3　介護予防出前講座実績 （平成30年度）

④　介護予防出前講座＜おとしより保健福祉センター＞

    介護予防活動を行う自主ｸﾞﾙｰﾌﾟ、家族会等に出向いて介護予防講座、指導を行っている。

表14-4　介護予防出前講座実績 （平成30年度）

（2）　高齢者健康づくり事業

①　続けるつながるトレーニング＜長寿社会推進課＞

     健康体操などを集会室等地域の身近なところで行っている。

表14-5　続けるつながるトレーニング実績（平成30年度）

高島平

参 加 者 数 ( 延 ） 56            56        - - - -

項 目 総    数 板    橋 上板橋 赤    塚 志    村

高島平

実 施 回 数 5              1         1         1         1         1         

項 目 総    数 板    橋 上板橋 赤    塚 志    村

171      

項 目 総    数 板    橋 上板橋 赤    塚 志    村 高島平

参 加 者 数 ( 延 ） 344           25        50        50        48        

20        

参 加 者 数 ( 延 ） 843           132      80        50        101      480      

実 施 回 数 39            4         6         2         7         

項目 延参加人数

介護予防出前講座等 1223

　（うち運動・体操） (611)

参 加 者 数 ( 延 ） 7,929

　　　（うち口腔機能関係） (470)

（うち栄養関係） (142)

実 施 回 数 422
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②　ひとりでできるシニアコース＜板橋・赤塚・志村健康福祉センター＞

     転倒予防のための運動等実技実習を中心とした3日制の講座を実施している。

      （利用者負担金：400円） （平成30年度で終了）

表14-6　ひとりでできるシニアコース実績 （平成30年度）

③　口腔ケア講習会＜健康福祉センター＞

     口腔内の健康を保つための講義・実技と、食べる機能の低下を予防するために舌や口まわりの

体操を行っている。

表14-7　口腔ケア講習会実績 （平成30年度）

④　高齢者の栄養講座＜健康福祉センター＞

     低栄養を予防するための食生活の知識・調理実習・試食を行っている。

      （利用者負担金：300円（ただし、高島平健康福祉センターは利用者負担金なし。））

表14-8　高齢者の栄養講座実績 （平成30年度）

⑤　介護予防スペース「はすのみ教室」＜長寿社会推進課＞

     低栄養を予防するための食生活の知識・調理実習・試食を行っている。地域の介護予防拠点である高島第六小学校内の介護予防スペース「はすのみ教室」で、

  趣味教室、健康教室、料理教室等の６コースを開講している。

表14-9　介護予防スペース「はすのみ教室」実績（平成30年度）

実 施 回 数 6              2         2         2         

項 目 総    数 板    橋 赤    塚 志    村

参 加 者 数 ( 延 ） 306           79        90        137      

志    村 高島平

実 施 回 数 5              1         1         1         1         1         

項 目 総    数 板    橋 上板橋 赤    塚

13        参 加 者 数 ( 延 ） 88            20        20        14        21        

高島平

実 施 回 数 10            2         2         2         2         2         

項 目 総    数 板    橋 上板橋 赤    塚 志    村

41        

実 施 回 数 延参加者数

283 4,531

参 加 者 数 ( 延 ） 183           30        32        40        40        
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⑥　公衆浴場活用介護予防事業＜長寿社会推進課＞

　　地域の身近な公衆浴場で気軽に運動することにより、運動の習慣化と介護予防の普及・啓発を

 行っている。

表14-10　公衆浴場活用介護予防事業実績 （平成30年度）

⑦　いたばし健康まつりに出展＜おとしより保健福祉センター＞

    おとしより相談ｾﾝﾀｰ（地域包括支援ｾﾝﾀｰ）と協働参加し、介護予防の普及啓発を促進している。

表14-11　いたばし健康まつり出展実績 （平成30年度）

（3）　介護予防地域支え合いグループ支援事業＜健康福祉センター＞

   閉じこもり等の予防のために活動している自主グループに対し、専門職種による支援を行っている。

（地区組織活動P59に再掲)

表14-12　介護予防地域支え合いグループ支援事業実績 （平成30年度）

（4）　元気力（生活機能）チェック（介護予防把握事業）＜おとしより保健福祉センター＞

　　生活機能の低下を早期に発見するため、65歳以上の区民で要介護・要支援認定を受けていない

方を対象に、元気力（生活機能）チェックシートを実施し、回答結果から介護予防・生活支援サービス

事業の対象者を把握し、介護予防事業につなげている。

　　75歳以上の方に個別に郵送を行っていた方式に替えて、平成30年度からは、集団実施として

前期・後期（計10回）の元気力測定会を開始した。また、地域包括支援センターが窓口での個別相談

及び小集団を対象としたチェックシートによる把握を実施している。

表14-13　元気力（生活機能）チェックシート実施状況 （平成30年度）

実施回数 延参加者数

921 9,243

項目 延参加人数

　いたばし健康まつり出展 127

　　　（うち　元気おとせん！体操） (15)

　　　（うち　介護予防相談　体力測定） (112)

志    村 高島平

グ ル ー プ 数 34              10        5         4         6         9         

項 目 総    数 板    橋 上板橋 赤    塚

42        

参 加 者 数 ( 延 ） 2,498         748      518      144      345      743      

実 施 回 数 164            50        36        14        22        

実施方式 有効回答数 事業該当者数 該当率

元気力測定会・小集団 593 342 57.7%

窓口 305 291 95.4%
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（5）　地域介護予防活動支援事業＜おとしより保健福祉センター＞

　　地域における介護予防の自主的なグループづくりの支援を行うとともに、地域で介護予防活動を

行う介護予防サポーターの養成を推進する。

①　地域ボランティア養成事業

　　介護及び介護予防活動を地域で支えていくために、ボランティア活動を行う人材育成に取り組み、

必要な知識・技術の普及・啓発を行っている。

表14-14　地域ボランティア養成事業実績 （平成30年度）

②　ふれあいランチ広場事業

　閉じこもりがちな高齢者を対象として、手軽な調理や弁当などでランチ会食をすることで、参加者

の交流を図り、自主グループの立ち上げを支援する。また、栄養士等により食生活や健康に関する

知識の普及・啓発を図る。

表14-15　　ふれあいランチ広場事業実績  （平成30年度）

③　いこいの家（介護予防スペース）活用　

　いこいの家のうち、5か所（板橋・前野・赤塚・桜川・蓮根）に介護予防スペースを設け、区実施の

介護予防事業、地域の介護予防に資する活動を行っている自主グループへの支援・活動場所の

提供等を行っている。

表14-16　　いこいの家（介護予防スペース）活用登録団体実績  （平成30年度）

実施会場 14

登 録 団 体 利 用 回 数 延利用者数

32 851 8,529

介護予防ｻﾎﾟｰﾀｰﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ事業 2 53

介護予防サポーター連絡会 1 30

項　目 実施回数 延参加者数

介護予防サポーター養成講座 6 111
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15　試験検査

　 保健所検査室では、各課から依頼された腸内細菌、水質及び、食品等の検査を実施している。

（1）　腸内細菌検査＜生活衛生課＞

　消化器系感染症（チフス・赤痢・腸管出血性大腸菌O157等）の患者関係者（含経過者）に対して、

検査を行っている。

表15-1　腸内細菌検査実施状況  （平成30年度）

（2）　水質検査（含おしぼり検査）＜生活衛生課＞

　プール水の水質検査、おしぼりの細菌検査を行っている。

表15-2　水質検査実施状況 （平成30年度）

（3）　食品検査＜生活衛生課＞

　食品衛生監視員による収去品や苦情品の細菌検査及び理化学検査（食品添加物等）を行って

いる。細菌検査は、細菌数・大腸菌群数・大腸菌・黄色ブドウ球菌・サルモネラ・腸管出血性大腸

菌（Ｏ26、Ｏ103、Ｏ111、Ｏ121、Ｏ145、Ｏ157）、腸炎ビブリオ等の検査を行っている。

  理化学検査は、合成着色料・合成保存料・合成甘味料・漂白剤等の検査を行っている。

表15-3　食品検査実施状況 （平成30年度）

総　　　　数 1,188

9         

細菌検査 計 605      理 化 学 検 査 計 583

Ｔ Ｔ Ｃ -         酸 価 11        

腸炎 ビブ リオ 3         過 酸 化 物 価 11        

腸管出血性大腸菌 252      重 金 属 -         

そ の 他 -         プロピレングリコール

1         

サ ル モ ネ ラ 55        酸 化 防 止 剤 78        そ の 他 11        

黄色ブドウ球菌（増菌含む） 118      漂 白 剤 73        ヒ ス タ ミ ン

-         

大 腸 菌 59        合 成 甘 味 料 231      シ ア ン -         

大 腸 菌 群 数 59        合 成 保 存 料 75        発 色 剤

細 菌 検 査 理 化 学 検 査

細 菌 数 59        合 成 着 色 料 74        水 分 含 量 9         

おしぼり

検 体 数 99

総数 プール水等

細 菌 検 査 件 数 108        108      -         

化 学 検 査 件 数 106        106      -         
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（4）　砂場の砂検査＜生活衛生課＞　

  砂場の砂汚染の実態を把握するため、区内公園の砂場の回虫卵の検査を行っている。

表15-4　砂検査実施状況 （平成30年度）

（5）　ＱＦＴ検査＜生活衛生課＞

  ツベルクリン反応に代わる結核診断法の第一選択検査法であるＱＦＴ検査を行っている。

表15-5　ＱＦＴ検査実施状況 （平成30年度）

（6）　健康危機管理に関わる遺伝子検査＜生活衛生課＞

  発生時防疫に関わるノロウイルス検査をリアルタイムPCR法で行っている。

表15-6　遺伝子検査実施状況 （平成30年度）

回 虫 卵 （ 犬 猫 ） 26 21 5

項 目 検 査 数
検 査 結 果

陰 性 陽 性

項 目 検 査 数
検　　査　　結　　果

陰　性 陽　性 判定保留 判定不可 検査不可

－

項 目 検 査 数
検　査　結　果　※GⅠ，ＧⅡ：遺伝子群

陰 性 GⅠ陽性 GⅡ陽性

Ｑ Ｆ Ｔ 1,076 974 55 47 －

ノ ロ ウ イ ル ス 11 4 － 7
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16　食品衛生

（1）  営業施設の許可、届出及び監視指導＜生活衛生課＞

 ① 　食品衛生法関係

  飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し、健康の保護を図るため、飲食店営業等の許

  可、監視指導、食品の検査等を行っている。

表16-1  許可施設数と監視指導件数 (平成30年度)

飲 食 店 営 業 408           335           406           4,766        2,960        

業 種 新 規 更 新 廃 業 施設数 監視件数

菓 子 製 造 業 61            42            50            620           492           

喫 茶 店 営 業 34            64            59            445           141           

アイスクリーム類製造業 8              2              4              47            54            

あ ん 類 製 造 業 -              -              1              3              27            

特別牛乳さく取処理業 -              -              -              -              -              

乳 処 理 業 -              -              -              -              -              

集 乳 業 -              -              -              -              -              

乳 製 品 製 造 業 -              1              -              3              5              

食 肉 処 理 業 3              4              -              38            25            

乳 類 販 売 業 65            79            94            862           286           

食 肉 製 品 製 造 業 1              2              -              10            27            

食 肉 販 売 業 52            35            46            528           279           

魚 介 類 せ り 売 業 -              -              -              -              -              

魚 介 類 販 売 業 52            33            48            504           284           

食品の冷凍又は冷蔵業 2              2              -              21            17            

魚 肉 ね り 製 品 製 造 業 -              -              -              3              4              

清 涼 飲 料 水 製 造 業 -              -              -              1              -              

食 品 の 放 射 線 照 射 業 -              -              -              -              -              

氷 雪 製 造 業 -              -              -              -              -              

乳 酸 菌 飲 料 製 造 業 -              -              -              -              -              

食 用 油 脂 製 造 業 -              -              -              2              3              

氷 雪 販 売 業 -              1              -              6              2              

み そ 製 造 業 -              -              -              1              -              

マーガリン又はショートニング製造業 -              -              -              -              -              

ソ ー ス 類 製 造 業 -              -              -              1              6              

し ょ う 油 製 造 業 -              -              -              -              -              

豆 腐 製 造 業 -              -              -              15            44            

酒 類 製 造 業 1              -              -              3              2              

め ん 類 製 造 業 2              2              -              25            35            

納 豆 製 造 業 -              -              -              -              -              

かん詰又はびん詰食品製造業 -              -              -              3              3              

そ う ざ い 製 造 業 8              5              -              41            43            

合 計 697           607           708           7,955        4,744        

添 加 物 製 造 業 -              -              -              7              5              
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　②　東京都食品製造業等取締条例関係

   食品製造業等取締条例の規定により、営業を営もうとする者は、営業許可を受けなければ

ならない。保健所長は、施設又は設備が条例の定める基準に合うと認めるときは、許可を行う。

   卵選別包装業者は営業を開始したときは届出なければならない。

   給食供給者が食事の提供を開始したときは届出なければならない。

   行商（届出）については、届出により鑑札及び記章の交付を行っている。

表16-2　許可・届出施設数と監視指導件数 (平成30年度)

　③　板橋区食品衛生法施行細則その他の規定による営業の届出

   細則第6条その他の規定により、次の業種の営業を開始したときは、保健所長へ報告しなけれ

ばならない。

表16-3  報告施設数と監視指導件数 (平成30年度)

　④　東京都ふぐの取扱い規制条例関係

　東京都ふぐの取扱い規制条例に基づき、ふぐの取扱い営業を行おうとする者は、取扱方法

により都知事への申請、又は保健所長への届出を行わなけなければならない。

表16-4　ふぐ取扱所・加工製品取扱施設の施設数と監視指導件数 (平成30年度)

行商（弁当等人力販売業） -              -              -              2              2              

業 種 新 規 更 新 廃 業 施設数 監視件数

つ け 物 製 造 業 1              -              -              14            18            

行 商 （ 届 出 ） 6              ・ 5              5              -              

粉 末 食 品 製 造 業 -              1              -              9              6              

製 菓 材 料 等 製 造 業 -              -              -              3              -              

調 味 料 等 製 造 業 1              1              -              15            19            

そ う ざい 半製品製 造業 1              -              -              3              2              

液 卵 製 造 業 -              -              -              -              -              

魚 介 類 加 工 業 -              -              1              4              5              

卵 選 別 包 装 業 -              ・ -              3              -              

食 料 品 等 販 売 業 85            57            90            838           538           

合 計 115           59            101           1,369        1,227        

届 出 給 食 21            ・ 5              473           637           

業 種 新 規 廃 業 施設数 監視件数

許可を要しない食品製造業 1              1              47            48            

許可を要しない食品販売業 -              2              3,194        3,448        

食器具容器包装、おもちゃ -              -              243           184           

添 加 物 製 造 業 -              -              -              -              

添 加 物 販 売 業 -              -              136           68            

乳 さ く 取 業 -              -              -              -              

合 計 1              3              3,620        3,748        

ふぐ加工製品取扱施設 6 6 133 247

業 種 新 規 廃 業 施設数 監視件数

ふ ぐ 取 扱 所 4 4 46 76
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　⑤　食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律関係

食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律に基づき、食鳥処理の事業を営もう

  とする者は、営業の許可を受けなければならない。

表16-5　食鳥処理事業の施設数と監視指導件数 (平成30年度)

（2）　食品等の現場簡易検査＜生活衛生課＞

   比較的事故が多発する傾向にある業種を主対象として、施設の現場において細菌検査等を

実施し、効果的な監視指導を実施している。

表16-6　食品等の現場簡易検査(平成30年度)

（3）　シアン化合物含有豆類取扱所の監視指導＜生活衛生課＞

   あん類の原料として、米国、東南アジア等から輸入される豆類（バタービンズ、ベビーライマ

ビンズ等）には、シアン化合物（青酸）が含まれている。このため区の要領に基づき、業者が

使用の都度、購入報告に基づく数量の確認を行うなど、 適正な処理が行われているか監視

指導を行っている。

表16-7　シアン化合物含有豆類取扱量 (平成30年度)

（4）　食の安全に関する知識の普及・啓発＜生活衛生課＞

   営業者及び消費者に対する食品衛生知識の普及のため、衛生講習会、街頭相談、消費者

懇談会等を実施している。

表16-8  食の安全に関する知識の普及啓発 (平成30年度)

5              

実 施 件 数 検 査 件 数

業 種 新 規 廃 業 施設数 監視件数

食 鳥 処 理 事 業 -              -              13            33            

16 640 19,200.0

届 出 食 肉 販 売 業 -              -              2              

213 2,503

報 告 件 数 購 入 袋 数 重 量 (kg)

営 業 者 向 け 消 費 者 向 け 衛 生 展 ･
消費者懇談会

衛 生 講 習 会 衛 生 講 習 会 街 頭 相 談

参 加 者 数 1,517 1,349 260 91

実 施 回 数 84 18 1 1
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（5）　食中毒＜生活衛生課＞

①　食中毒発生状況

  食中毒事件で原因施設が区内の場合、及びその疑いがある場合、原因食品･原因施設を追求

 する調査を行い、事件拡大の防止を図っている。

表16-9　食中毒発生状況（原因施設が区内にあるもの） （平成30年度）

②　食中毒関連調査

  食中毒事件で原因施設が区外の場合でも、関係者が区内居住、在勤者等である場合は担当

自治体の依頼により検便を含む疫学調査を実施している。

表16-10 食中毒関連調査 （平成30年度）

（6）  行政処分＜生活衛生課＞

  食品衛生法及び食品製造業等取締条例の違反については、板橋区食品衛生関係行政処分

取扱要綱及び同実施要領に基づき、営業許可取消、営業の禁止若しくは停止その他必要な処

分を行っている。

表16-11  行政処分 （平成30年度）

（7）  食品等の苦情＜生活衛生課＞

  食品等の苦情については、苦情品の検査や飲食店又は製造業等の立ち入り検査を行い、

 原因を追究し、必要に応じ適切な改善指導を行っている。

  なお、苦情により複数の内容（要因）があるため、届出件数と内容合計は一致しない場合がある。

表16-12　食品等の苦情処理 （平成30年度）

飲食店営業（一般）

発生年月 患者数 死者数 病因物質 原因食品 原因施設

平成30年4月 8 - ノロウイルスGⅡ.2 4月3日及び4日提供の食事

飲食店営業（すし）

平成30年6月 3 - カンピロバクター・ジェジュニ 6月28日提供の食事 飲食店営業（一般）

平成30年9月 12 - 腸炎ビブリオ（O3 K6） 9月1日～3日提供の食事（すし）

件 数 対 象 者 数 患 者 数 調査対象施設数

36 112 31 16

処 分 権 者 業　　　　　種 処　　分　　内　　容 事　　　　由

区 長 飲食店営業（一般） 営 業 停 止 7 日 間 食中毒の発生

区 長 飲食店営業（一般） 営 業 停 止 7 日 間 食中毒の発生

区 長 飲食店営業（すし） 営 業 停 止 3 日 間 食中毒の発生

有 症 の 苦 情 87 従 事 者 1

内 容 件 数 内 容 件 数

総 届 出 数 170 件

変 色 ・ 変 質 2 食 品 ・ 器 具 の 取 扱 18

腐 敗 ・ 変 敗 5 施 設 ・ 設 備 の 衛 生 20

カ ビ の 発 生 2 合 計 170

異 物 の 混 入 21 表 示 2

異 味 ・ 異 臭 4 そ の 他 8
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（8）　食品検査＜生活衛生課＞

  食中毒事故の防止及び食品衛生の向上を図るため、年間事業計画に基づき営業者が製造販

売している食品の一斉収去検査を実施している。

表16-13  食品細菌検査 （平成30年度）

　※「不良」は、板橋区食品衛生指導基準を超えたものである。

　※「否」は、食品衛生法違反のものである。

品 目 検体数
判 定

検 査 項 目
適 不良 否

一般細菌数

魚 介 類 加 工 品 -         -         -         -         大腸菌群
魚 介 類 等

魚 介 類 38        35        3         -         

サルモネラ

凍結前加熱済・加熱後摂取 -         -         -         -         黄色ブドウ球菌
冷 凍 食 品

無 加 熱 摂 取 -         -         -         -         

凍結前未加熱・加熱後摂取 -         -         -         

腸管出血性大腸菌

-         E  . c  o  l  i

生 食 用 冷凍 鮮魚 介類 -         -         -         -         腸炎ビブリオ

アイスクリーム類・氷菓 6         6         -         -         

肉 ・ 卵 類 及 び そ の 加 工 品 8         8         -         -         

牛乳・加工乳・その他の乳 -         -         -         -         

乳 類 加 工 品 -         -         -         -         

カンピロバクター

乳 製 品 -         -         -         -         クロストリジウム属

-         

菓 子 類 44        41        3         -         

農 産 物 等
穀 類 及 び そ の 加 工 品 2         2         -         -         

野菜類・果物及びその加工品 14        12        2         

乳 ・ 乳 類 等

飲料・氷雪・
水

清 涼 飲 料 水 -         -         -         -         

酒 精 飲 料 -         -         -         

水 -         -         -         -         

缶 詰 ・ び ん 詰 -         -         -         -         

調 味 料 10        

-         

氷 雪 -         -         -         -         

合　　　　　　　　　計 320      305      15        -         

上記以外の食品（弁当・調理パン等） 47        43        4         -         

添 加 物 2         2         -         -         

そ の 他 の
食 品

10        -         -         

そうざい類及びその半製品 149      146      3         -         
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表16-14 食品理化学検査 （平成30年度）

着色料

保存料

甘味料

漂白剤

過酸化水素

酸化防止剤

酸価

過酸化物価

粗脂肪量

鮮度試験

発色剤

硝酸塩

ヒスタミン

水分含量

等

　※「否」は、食品衛生法違反のものである。

品 目 検体数
判 定

検 査 項 目
適 否

魚 介 類 等
魚 介 類 6         6         -         

魚 介 類 加 工 品 14        14        -         

-         -         -         

生 食 用 冷凍 鮮魚 介類 -         -         -         

冷 凍 食 品

無 加 熱 摂 取 -         -         -         

凍結前加熱済・加熱後摂取 -         -         -         

凍結前未加熱・加熱後摂取

肉 ・ 卵 類 及 び そ の 加 工 品 8         8         -         

乳 ・ 乳 類 等

牛乳・加工乳・その他の乳 -         -         -         

乳 製 品

プロピレングリコール

農 産 物 等
穀 類 及 び そ の 加 工 品 31        31        -         

-         -         -         

乳 類 加 工 品 -         -         -         

野菜類・果物及びその加工品 23        23        -         

菓 子 類 52        52        -         

アイスクリーム類・氷菓 6         6         -         

-         -         -         

水 -         -         -         

飲料・氷雪・
水

清 涼 飲 料 水 -         -         -         

酒 精 飲 料 -         -         -         

氷 雪

19        19        -         

上記以外の食品（弁当・調理パン等） 2         2         -         

そ の 他 の
食 品

缶 詰 ・ び ん 詰 13        13        -         

調 味 料 20        20        -         

そうざい類及びその半製品

合　　　　　　　　　計 196      196      -         

添 加 物 2         2         -         

器 具 ・ 容 器 包 装 ・ お も ち ゃ -         -         -         
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表16-15  輸入食品の収去検査（再掲） （平成30年度）

表16-16  残留農薬検査 （平成30年度）

-              

品　      　目 検　体　数
項目別検体数 判　　　　　定

細菌 理化学 適 否

穀 類 及 び そ の 加 工 品 -           -           -           -           

-              

野菜類・果物及びその加工品 4           -           4           4           -              

菓 子 類 12         -           12         12         

-              

缶 詰 ・ び ん 詰 10         -           10         10         -              

調 味 料 3           -           3           3           

-           

そ う ざ い 類 及 び そ の 半 製品 -           -           -           -           -              

合　　　　　　　　　　　計 29         -           29         29         

有機塩素系農薬

品　　　　目 検体数 検査数
判　　　　　定

備 考
適 否

ば れ い し ょ 1              50            50            -              

その他の農薬

大 根 （ 根 ） 1              50            50            -              　 有機リン系農薬

大 根 （ 葉 ） 1              50            50            -              

に ん じ ん （ 葉 ） 1              50            50            -              

に ん じ ん （ 根 ） 1              50            50            -              

合 計 6              300           300           -              

さ と い も 1              50            50            -              
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１7　環境衛生

　　　環境衛生では次の業務を行っている。

①　環境衛生関係営業施設（理・美容所、クリーニング所、公衆浴場、旅館業、住宅宿泊事業、

 興行場、プール、コインオペレーションクリーニング、コインシャワー、墓地・納骨堂、

②　井戸水や受水槽を経由した水の衛生に関する相談に関すること。

③　ねずみ・衛生害虫等の駆除相談に関すること。

④　一般住居や大規模建築物の衛生に関する相談、指導及び調査に関すること。

⑤　災害時における消毒に関すること。

（1）　環境衛生関係施設開設及び廃止届数＜生活衛生課＞

   理・美容所、クリーニング所、公衆浴場、プール、特定建築物等の環境衛生関係施設に対する

許可、届出受理事務等を行っている。

表17-1　環境衛生関係施設開設・廃止件数 （平成30年度）

 特定建築物及び受水槽利用施設） の許可、確認、監視指導及び衛生検査に関すること。

業 種 許可、開設 廃 止 増 減

理 容 所 6               11              △ 5

美 容 所 44              43              1
ク

リ

ー

ニ

ン

グ

所

一 般 3               14              △ 11

取 次 所

コ イ ン ラ ン ド リ ー 11              6               5

興 行 場 -               -               -

8               12              △ 4

無 店 舗 取 次 店 2               -               2

-               -               -

住 宅 宿 泊 事 業 167            2               165

旅

館

業

旅 館 ・ ホ テ ル 5               -               5

簡 易 宿 所 5               4               1

下 宿

浴

場

普 通 -               1               △ 1

そ の 他 1               4               △ 3

コ イ ン シ ャ ワ ー -               -               -
プ
ー

ル

許 可 1               1               -

届 出 1               -               1

墓 地 等 - -               -

24              △ 22

法令外小規模給水施設 1               72              △ 71

水
道
施
設

専 用 水 道 -               -               -

簡 易 専 用 水 道 2               

温 泉 利 用 施 設 -               -               -

合 計 259            194            65

特
定

建
築
物

延べ面積10,000㎡超 1               -               1

延べ面積10,000㎡以下 1               -               1
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（2）　環境衛生営業関係施設数及び監視指導＜生活衛生課＞

　環境衛生営業関係施設に対する監視指導及び衛生状態についての検査（空気・水質検査等）を

行い、必要に応じて指導及び衛生教育を行っている。

表17-2　環境衛生関係法規に基づく施設（業種）の監視・指導件数 （平成30年度）

　※　監視指導件数には、立入検査施設数を含む。

　※　クリーニング所の立入検査施設数は、パークロルエチレン検査施設数とおしぼり検査施設数

　　   を含む。

　※　法令外小規模給水施設は要綱に基づく施設であるが、業務上の対象数が大きいので計上

　　   した。

　※　プールは条例で容量50m3以上の水槽をいうが、50m3未満の小規模プール（子どもの池、保

　　   育園や幼稚園の簡易プール等）も、現場で遊離残留塩素の確保状況等を検査している。

　※　特定建築物は延べ面積が10,000m2以下（区所管分）のもの。

業 種 施 設 数 監視指導件数 立入検査施設数 所内指導・相談

理 容 所 320 65 58 84

美 容 所 649 163 75 354

ク リ ー ニ ン グ 所 383 40 12 89

コ イ ン ラ ン ド リ ー 129 23 - 30

興 行 場 6 6 6 -

211

下 宿 1 - - -

旅
館
業

旅 館 ・ ホ テ ル 19 36 1 265

簡 易 宿 所 12 37 -

22

そ の 他 24 34 20 27

住 宅 宿 泊 事 業 165 113 - 1,259

浴
場

普 通 31 34 31

18

届 出 88 49 42 10

コ イ ン シ ャ ワ ー 1 - - 2

プ
ー
ル

許 可 23 32 29

小 規 模 199 60 52 6

温 泉 利 用 施 設 4 5 5 10

水
道
施
設

122

簡 易 専 用 水 道 807 32 23 171

専 用 水 道 11 1 -

法令外小規模給水施設 7,974 4 4 19

合 計 11,001 769 389 2,896

墓 地 等 93 4 - 20

特 定 建 築 物 62 31 31 177
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（3）　試験検査＜生活衛生課＞

　　①　理・美容所の検査

   理・美容所は、湯沸かし器、ボイラー、蒸し器、暖房器具等の多くの燃焼器具を使用する。特に

冬場の暖房期において、換気不足によって、空気が汚れたり、一酸化炭素による事故が起きたり

する危険が大きくなる。このため、冬季は一酸化炭素及び二酸化炭素の空気検査を実施し、あわ

せて器具の消毒等の衛生措置について監視を実施している。 

　　②  クリーニング所の検査

ア　パークロルエチレン検査

　ドライ溶剤を用いるクリーニング所の中では、毒性の強いパークロルエチレンを使用してい

る施設がある。冬季は換気不足になりやすいので、作業所及びドライ機周辺でのパークロル

エチレン濃度の検査を実施している。

　労働衛生許容限度基準を超過した施設については、原因を調査し、ドライ機の保守・点検、

洗濯物の乾燥、局所排気を指導し、従事者の中毒事故の防止及び健康管理を図っている。

イ　おしぼり検査

　飲食店等におしぼりを貸し出しする施設について、おしぼりの製造工程の衛生管理につい

て立入り調査を行うとともに、おしぼりの細菌検査を実施している。　　

　不適施設については再検査を実施し、製造工程や保管、配送における衛生管理について

調査及び指導を行い改善に努めさせている。

　　③  興行場の検査

   映画館等の興行場は、多数の人々が利用する施設であるため、場内の空気環境が衛生的か

つ快適に保たれるように管理されることが求められる。そのため、比較的利用者の多くなる時期

に空気検査を実施している。

　　④　公衆浴場の検査

   公衆浴場は、一般に銭湯と呼ばれる普通公衆浴場と、それ以外のサウナ、健康ランド、ふれあ

い館等に設置された浴室等のその他の公衆浴場に類別される。各施設に対し、理化学検査と細

菌検査（レジオネラ属菌を含む）を行い、衛生水準の向上に努めている。 

   また、夜間営業の浴場施設に対しては、夜間の混雑時における浴槽水の水質検査を実施して

いる。不適施設については再検査を行い、衛生的な管理が確実に行われるよう指導している。

　　⑤　プールの検査

   プールの立入検査時に、プール水の水質検査及び施設の安全管理等についての監視を行っ

ている。不適施設については、プール水の消毒をはじめとする適正な水質管理について改善指

導している。

   なお、近年は屋内型プールが増加しているので、夜間営業プールについては夜間に、通年施

設については、冬季も随時監視及び水質検査を実施している。

　　⑥　特定建築物の検査及び調査

   特定建築物とは、延べ床面積3,000㎡以上の建築物で特定用途（興行場、店舗、事務所等）

に供せられるものをいい、10,000㎡以下のものについては、特別区の事務となっている。

   該当する建築物の使用者、利用者に衛生的な居室環境等が確保されるよう、施設内の空調・

給排水関係設備等の保守・点検・維持管理について、立入り検査（調査）を実施している。
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表17-3  試験・検査結果 （平成30年度）

（4）　プール水の水質検査＜生活衛生課＞

　プール水については、区内施設からの依頼により検査し、適正な衛生管理を指導している。

表17-4  水質検査の受付及び検査結果 （平成30年度）

不 適 合
施 設 数

延 指 導
施 設 数

理 容 所 室内空気
一 酸 化 炭 素
二 酸 化 炭 素

320      58        57        1         1         

内　容 検 査 項 目 施 設 数
延立入検
査施設数

適 合
施 設 数

-         -         

クリーニング所

〃 パークロルエチレン 16        7         6         1         1         

美 容 所 〃 〃 649      75        75        

1         

興 行 場 室内空気
温度・湿度・二酸化
炭 素 ・ 落 下 細 菌 数
・ 浮 遊 粉 じ ん 量

6         6         5         1         1         

おしぼり
大 腸 菌 群 ・
黄 色 ブ ド ウ 球 菌 ・
一 般 細 菌 数

4         5         4         1         

-         

普通公衆浴場 浴 槽 水
濁度・有機物・残留
塩 素 ・ 大 腸 菌 群 ・
レ ジ オ ネ ラ 属 菌

31        31        18        13        13        

旅 館 業 浴 槽 水
残 留 塩 素 ・
大 腸 菌 群 ・
レ ジ オ ネ ラ 属 菌

32        1         1         

14        10        4         

ふれあい館 〃 〃 7         6         

-         

届出（学校） 88        42        39        3         3         

4         

プール

許 可

プール水

水 素 イ オ ン 濃 度 ・
濁 度 ・ 有 機 物 ・
残留塩素・大腸菌・
一 般 細 菌

23        29        27        2         2         

そ の 他
の 公 衆
浴 場

5         1         1         

サ ウ ナ 等 〃 〃 17        

総 数 1,454   357      247      27        27        

小規模プール 199      52        
 ※指導基準であるため、適･
不適の判定はしていない。検
査及び調査結果に基づき改
善指導を行っている。

特 定 建 築 物

空気環境
・

維持管理
状 況 等

粉 じ ん ・ 一 酸 化 炭 素 ・
二酸化炭素・温度・湿度、
帳 票 類 の 点 検 、 清 掃 、
ご み 処 理 、 衛 生 害 虫 の
生 息 状 況 等

62        31        

種 別 検査数 適 不　　適 判定しない

プ ー ル 水 35            34            1              -              
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（5）　井戸水及び飲料水の相談＜生活衛生課＞

　井戸水や受水槽を通した水（専用水道、簡易専用水道、小規模給水施設）の衛生に関する相談を

受けている。井戸水を飲用する場合は、使用前や使用中に水質検査を受けるよう助言している。

　小規模給水施設は、水道法上の維持管理が義務づけられていないが、年1回の受水槽や高置水

槽の清掃、定期点検について要綱に基づき指導している。

表17-5　井戸水の相談及び指導件数　（平成30年度）

(受水槽を通した水についての相談件数は表17-2に記載）

（6）　住居衛生相談＜生活衛生課＞

  ねずみ･衛生害虫等の防除や住まいの衛生に関する相談に対して助言を行っている。

    表17-6　ねずみ･衛生害虫等相談及び指導件数（平成30年度）

（7）  環境衛生に関する講習会＜生活衛生課＞

　住まいの衛生及び安全などの生活衛生について、育児学級等の時間帯を利用して講習会を実施

している。また、その時々の状況に応じて営業施設の衛生管理に係わる指導講習会を開催している。

表17-7  講習会実施回数及び延出席者数 （平成30年度）

（8）　免許証申請受付＜生活衛生課＞

   クリーニング業法に基づく免許申請の受付(都に経由)は、住所地を所管する保健所の事務となっ

ている。

表17-8  免許証申請受付件数　（平成30年度）

井 戸 水 28

ね ず み 164

衛 生 害 虫 等 494

住居衛生関係
（空気環境、給水、排水等）

48

合 計 706

保 健 所 主 催 保健所以外の主催 合　　　計

講習会数 延人数 講習会数 延人数 講習会数 延人数

クリーニング師 4

1,212        

営業施設関係 1         54            2         60            3         114           

生活衛生関係 75        1,146        1         66            76        
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（9）　健康快適居住環境づくり＜生活衛生課＞

  快適でかつ健康的な居住環境づくりを支援するために、主に乳幼児がいる住宅を対象に室内空気

環境等の調査･測定を行い、快適な居住環境の改善方法を助言している。

表17-9　健康快適居住環境づくり事業実施状況　 （平成30年度）

（10）　大規模建築物等環境衛生指導＜生活衛生課＞

　安全で快適なまちづくりのため、一定規模以上の建築物を建築するときは、板橋区大規模建築物

等指導要綱及び板橋区建築物の環境衛生についての指導指針に基づき、事業者とあらかじめ協

議し、建築物内の環境衛生保持のため必要な指導を行っている。

（平成30年度）表17-10　大規模建築物等環境衛生指導件数　

指 導 件 数 56

調 査 住 宅 件   数

室 内 空 気 環 境 ・ ダ ニ 等 の 調 査 15

刺 咬 性 ダ ニ 等 の 種 類 調 査 ・ 数 の 検 査 -
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18　医事衛生＜生活衛生課＞

表18-1  施設数、監視指導数、申請及び届出件数 （平成30年度）

表18-2　「患者の声相談窓口」相談件数 （平成30年度）

表18-3　医療従事者免許申請等取扱件数 （平成30年度）

病 院 40            6              -              2              115           

　医療法等の関係法令に基づき、それぞれの法令に係る医療施設等についての申請・届出の受
領、並びに当該医療施設等の新規開設、構造設備変更等に係る監視指導を行っています。
　また、患者等の医療に関する苦情・相談等に対応し、患者等と医療機関の信頼関係の構築を
支援することにより、医療の質の向上を図っています。
　さらに、上記関係法令の医療従事者免許等に係る申請・届出の受領の事務を行っています。

種 別 施 設 監視指導 新 規 廃 止 申請・届出等

歯 科 診 療 所 349           22            14            17            156           

診 療 所 389           38            17            12            162           

施 術 所 683           80            54            50            248           

助 産 所 11            -              -              3              3              

歯 科 技 工 所 73            20            3              22            36            

出張施術業務者 465           -              20            8              29            

計 2,019        173           108           115           766           

衛 生 検 査 所 9              7              -              1              17            

653 151 181 164 92 65

患者の声相談窓口　相談件数

総数

相談内容

診療所案内
診療科案内

診断・治療・
処方に関する
こと

健康に関する
こと

対応・接遇に
関すること

その他

歯 科 医 師 24

診 療 放 射 線 技 師 27

臨 床 検 査 技 師 等 52

種          別
新規、籍訂正、書換交付、

再交付、返納等

受 胎 調 節 実 地 指 導 員 3

医 師 71

計 1434

准 看 護 師 53

死 体 解 剖 資 格 2

薬 剤 師 187

理 学 療 法 士 ・ 作 業 療 法 士 148

視 能 訓 練 士 9

保 健 師 ・ 助 産 師 ・ 看 護 師 858
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　　※　調査は隔年で実施。

表18-5　救急医療機関 （22カ所） （平成31年3月31日現在）

表18-4　医師、歯科医師、薬剤師届出票及び業務従事者届取扱件数
（平成30年12月31日時点の氏名・住所等の届出）

（平成30年度）

種 別 件 数

※　調査は隔年で実施。
（次回調査は令和2年12月）

医 師 2,394

歯 科 医 師 518

薬 剤 師

電      話

1,690

保健師・助産師・看護師・准看護師 8,085

歯 科 技 工 士 171

歯 科 衛 生 士 394

総　　　　　　数 13,252

名                      称 所 在 地

日本大学医学部附属板橋病院   板橋区大谷口上町30-1 (3972)8111

医療法人財団同潤会富士見病院      〃   大和町14-16 (3962)2431

地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター      〃   栄町35-2 (3964)1141

医療法人財団明理会東京腎泌尿器センター大和病院      〃   本町36‐3 (5943)2411

帝京大学医学部附属病院      〃   加賀2-11-1 (3964)1211

医療法人社団昭成会田﨑病院      〃   大山西町5-3 (3956)0864

一般財団法人精神医学研究所附属東京武蔵野病院      〃   小茂根4-11-11 (5986)3111

医療法人社団和好会金子病院      〃   南常盤台1-15-14 (3956)0145

医療法人財団朔望会常盤台外科病院      〃   常盤台2-25-20 (3960)7211

医療法人社団叡宥会安田病院      〃   成増1-13-9 (3939)0101

医療法人社団正風会小林病院      〃   成増3-10-8 (3930)7077

医療法人財団健康文化会小豆沢病院      〃   小豆沢1-6-8 (3966)8411

医療法人社団明芳会板橋中央総合病院      〃   小豆沢2-12-7 (3967)1181

医療法人社団誠志会誠志会病院      〃   坂下1-40-2 (3968)2621

医療法人社団田島厚生会舟渡病院      〃   舟渡2-19-12 (3968)8851

医療法人社団明芳会高島平中央総合病院      〃   高島平1-73-1 (3936)7451

板橋区医師会病院      〃   高島平3-12-6 (3975)8151

公益財団法人東京都保健医療公社豊島病院      〃   栄町33-1 (5375)1234

医療法人社団明芳会イムス記念病院      〃   常盤台4-25-5 (3932)9181

医療法人社団慈誠会浮間舟渡病院      〃   舟渡1-17-1 (5994)5111

医療法人社団慈誠会東武練馬中央病院      〃   徳丸3-19-1 (3934)1611

医療法人社団慈誠会上板橋病院      〃   常盤台4-36-9 (3933)7191
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19　薬事衛生＜生活衛生課＞

表19-1　施設数、監視指導数、申請及び届出件数 （平成30年度）

表19-2   収去検査件数 （平成30年度）

20  休日調剤薬局開局事業＜生活衛生課＞

表20-1　休日調剤薬局開局事業実績 （平成30年度）

　休日における急病患者（主に内科・小児科）の診療を行う休日医科診療に合わせ、薬局につい
ても休日開局（9：00～22：00）を実施します。
 また、休日における災害時の医薬品の提供についても協力し災害時に備えるものとします。

延 処 方 せ ん 枚 数 9030枚

実 施 日 数 　73日

1 休 日 当 り 実 施 薬 局  5か所

適 正 結 果 3 1 1 1 6

不 適 正 結 果 － － － － －

検 査 数 3 1 1 1 6

2530

種 別 医薬品 医療機器 医薬部外品 化粧品 計

計 2850 986 160 90 108

92

管 理 医 療 機 器 等
貸 与 業

511 254 15 - 5 31

管 理 医 療 機 器 等
販 売 業

1261 254 39 - 17

205

高 度 管 理 医 療 機 器 等
貸 与 業

203 46 17 16 17 142

高 度 管 理 医 療 機 器 等
販 売 業

272 88 23 17 20

413

麻 薬 小 売 業 220 90 29 15 18 430

店 舗 販 売 業 96 72 12 14 8

薬 局 製 造 販 売 医 薬 品
製 造 業 ・ 製 造 販 売 業

20 - - - 2 4

薬 局 267 182 25 28 21

　医薬品医療機器等法、麻薬及び向精神薬取締法、覚醒剤取締法等の関係法令に基づき、それ
ぞれの法令に係る施設についての申請・届出の受領、並びに当該施設の許可、許可更新、麻薬
等の廃棄、構造設備変更等に係る監視指導を行っています。
 また、上記法令に係る薬局、店舗販売業者等で販売している医薬品等について収去検査を実
施しています。

種　　　別 施設 監視指導 新規 更新 廃止 変更届等

1213
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21   毒物劇物取扱者＜生活衛生課＞

表21-1　施設数、監視指導数、申請及び届出件数 （平成30年度）

表21-2　シアン廃水検査件数 （平成30年度）

　毒物及び劇物取締法に基づき、当該法令に係る毒物、劇物を販売する施設についての申
請・届出の受領、並びに当該施設の登録、登録更新、構造設備変更等に係る監視指導を行っ
ています。
 また、当該法令に係る毒物、劇物の業務上取扱者に対して、廃水検査を含む監視指導を
行っています。

施設 監視指導 新　規 更　新 廃　止 変更届等

-         

89        

農業用品目販売業 1         1         -         -         -         1         

一 般 販 売 業 164      50        20        21        9         

-         

1         
業
務
上
取
扱
者

電 気 め っ き 業 9         6         -         -         1         3         

金 属 熱 処 理 業

特 定 品 目 販 売 業 9         -         -         1         

-         -         -         - -         

-         

し ろ あ り 防 除 業 -         -         -         - -         -         

運 送 業 -         -         -         - -         

適 正 結 果 6

計 183      57        94        

検 査 数 6

不 適 正 結 果 －

20        22        10        
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22   家庭用品＜生活衛生課＞

    「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」では健康被害を起こすことが明らかになった

家庭用品の中の化学物質を「有害物質」に指定し、家庭用品の種類に応じてその含有、溶出量等の基

準を設けている。

    区民の健康の保護に資することを目的として家庭用品の試買を行い、検査結果に基づき必要な措

置を行っている。

表22-1　試買、違反処理数 （平成30年度）

23   獣医衛生

　（1）  狂犬病予防＜生活衛生課＞

   狂犬病予防法により、犬の所有者は、飼い犬について登録（生涯１回）し、狂犬病予防注射を

毎年１回受けさせることが義務づけられている。効率よく登録と予防注射が受けられるよう、毎年

4月に集合注射を実施している。

表23-1　登録・狂犬病予防注射実施状況等 （平成30年度）

　（2）　動物の愛護､管理＜生活衛生課＞

   「動物の愛護及び管理に関する法律」及び「東京都動物の愛護及び管理に関する条例」に基

づく動物の愛護思想と適正な管理方法の普及を図るとともに、動物による人への危害防止を図る。

表23-2　犬による咬傷事故 （平成30年度）

試 買 検 体 数 46 違 反 件 数 -

項 目 件 数 検 査 結 果 及 び 措 置 件 数

内

訳

衣 類 等 繊 維 製 品 34 行 政 措 置 -

カ ー テ ン ・ 床 敷 物 3

家 庭 用 洗 浄 剤 2

住 宅 用 洗 浄 剤 2

家 庭 用 エ ア ゾ ー ル 3

そ の 他 2

件    数

件 数

犬 鑑 札 交 付 数 1,672        登録頭数 (31年3月31現在) 18,545      

予 防 注 射 済 票 交 付 数 12,688      「 犬 の 住 民 票 」 発 行 件 数 9              

項 目 件 数 項 目

犬 死 亡 ・ 転 出 等 件 数 1,420        

項                 目 件    数 項               目

総              数 9

-

未  注  射 1 綱 等 で 運 動 中 3

未登録犬
注  射  済 - 放 し 飼 い ・ 野 犬 -

登
録
別
内
訳

登 録 犬
注  射  済 8

6

不           明 - 被 害 者 数 9

事
故
時
の

状
　
　
況

け い 留 中

未  注  射 - そ       の       他
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表23-3   ワン・ニャンバンク実績 （平成30年度）

※登録有効期間は、3か月間である。

表23-4  苦情・相談受付件数 （平成30年度）

表23-5　動物の告示等 （平成30年度）

表23-6　行政処分等 （平成30年度）

表23-7　飼い猫等の去勢･不妊手術費の一部助成 （平成30年度）

　（3）　獣医衛生関係施設＜生活衛生課＞

    ｢化製場等に関する法律｣及び｢東京都動物質原料の運搬等に関する条例｣に基づく許可及

び監視指導を実施している。

表23-8　施設数及び監視指導件数 （平成30年度）

引 き 取 り - 10

項          目 件 数 項            目

種 別 子 犬 子 猫

登 録 数 1 54

件 数

犬

野 犬 ･ 放 し 飼 い 27            

猫

汚 物 ･ 汚 水 109           

汚 物 ･ 汚 水 111           悪 臭 100           

悪 臭 1              鳴 き 声 -              

鳴 き 声 53            そ の 他 77            

総　　　　　　　　数 548           

引き取り･収容動物の告示 19件（20匹）

捕 獲 犬 6件（ 7頭）

そ の 他 66            猫　　小　　計 286           

犬　　小    計 258           その他（亀・小鳥） 4              

金額（円）

1,178,000

項       目 件       数 項       目 件       数

指 導 ・ 注 意 - 措 置 命 令 -              

-              

犬 - 告 発 -              

猫 -              

特 定 動 物 -              

そ の 他

匹 数

589

動 物 質 原 料 運 搬 業 -                  -                  

第 八 条 準 用 業 態 -                  -                  

畜 舎 15                 -                  

業      種      別 施 設 数 監 視 数

化
製
場
等

施
　
　
設

死 亡 獣 畜 取 扱 場 -                  -                  

化 製 場 -                  -                  

おす（去勢手術）

モデル事業・おす（去勢手術）

モデル事業・めす（不妊手術）

合         計

めす（不妊手術）

4,100,000

-

-

2,922,000

1,321

-

-

732
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24　東日本大震災避難者への支援状況

　東日本大震災は、平成23年3月11日14時46分に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う

原子力発電所の事故による災害である。避難者の健康維持に係る支援を継続して行った。

表24-1　母子保健事業の支援状況 （平成30年度）

表24-2　予防接種の支援状況 （平成30年度）

母 子 手 帳 交 付 数 1

種 別 件　数

4 か 月 児 健 康 診 査 受 診 者 数 -

妊 婦 健 康 診 査 受 診 券 交 付 数 1

9～10か月児健康診査受診券交付数 -

6～7か 月児健康診査受診券交付数 -

1歳6か 月児健康診査受診券発行数 -

1歳6か 月児歯科健康診査受診者数 -

-

ジ フ テ リ ア ・ 破 傷 風 -

急性灰白髄炎 （不活化ポリオ） -

麻 し ん ・ 風 し ん 混 合 （ Ｍ Ｒ ） -

種 別 実施者数

法

定

接

種

Ｂ Ｃ Ｇ -

三 種 混 合 -

四 種 混 合

3 歳 児 健 康 診 査 受 診 者 数 -

ヒ ト パ ピ ロ ー マ ウ イ ル ス 感 染 症 -

水 痘 -

Ｂ 型 肝 炎 -

日 本 脳 炎 2

ヒ ブ ワ ク チ ン -

小 児 用 肺 炎 球 菌 ワ ク チ ン -

高 齢 者 イ ン フ ル エ ン ザ 20

高 齢 者 用 肺 炎 球 菌 ワ ク チ ン 1
任

意

接

種

風 し ん ワ ク チ ン -

麻 し ん ・ 風 し ん 混 合 （ Ｍ Ｒ ） -
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表24-3　各種健（検）診の支援状況 （平成30年度）

25　北海道胆振東部地震被災地への派遣

　北海道胆振東部地震は、平成30年9月6日に発生した地震である。北海道からの要請により厚生労働

省からの派遣協力依頼があり、東京都と特別区保健衛生主管部長会の調整により、職員を５日間派遣

した。厚真町の保健活動（健診や健康相談など）の支援を行った。

表25-1　北海道胆振東部地震被災地への派遣状況　（平成30年度）

種 別 受診券発行数

胃 が ん 検 診 -

子 宮 が ん 検 診 4

肺 が ん 検 診 -

乳 が ん 検 診 1

大 腸 が ん 検 診 95

前 立 腺 が ん 検 診 6

喉 頭 が ん 検 診 -

胃 が ん リ ス ク 検 診 3

眼 科 検 診 -

骨 粗 し ょ う 症 予 防 検 診 -

成 人 歯 科 検 診 -

保     健     師

事             務

区 民 一 般 健 康 診 査 95

肝 炎 ウ イ ル ス 検 診 68

職       種 人　　数

3

1
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